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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第113期 

第２四半期 
連結累計期間 

第114期 
第２四半期 
連結累計期間 

第113期 

会計期間 
自 2017年４月１日 
至 2017年９月30日 

自 2018年４月１日 
至 2018年９月30日 

自 2017年４月１日 
至 2018年３月31日 

売上高 （百万円） 57,635 63,340 140,690 

経常利益 （百万円） 1,870 1,912 7,284 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,389 1,129 1,449 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,460 1,479 1,215 

純資産 （百万円） 79,008 77,855 77,758 

総資産 （百万円） 137,716 141,211 147,783 

１株当たり四半期（当期）  

純利益 
（円） 158.05 128.49 164.88 

潜在株式調整後１株当たり  

四半期（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 57.2 55.1 52.5 

営業活動による       

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,782 3,549 8,333 

投資活動による       

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,308 △3,163 △4,852 

財務活動による       

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,141 △1,120 △1,266 

現金及び現金同等物の    

四半期末（期末）残高 
（百万円） 36,715 37,883 38,631 

 

回次
第113期

第２四半期
連結会計期間

第114期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年７月１日
至 2017年９月30日

自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 136.65 85.81 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】
「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

 

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

当第２四半期連結累計期間の日本経済は、相次ぐ災害の影響や原油高、貿易摩擦による先行き不透明感はあるもの

の、雇用情勢・所得環境の改善持続により、回復基調が続いております。 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）の主要事業である建設業界におきましては、政府建設投資が引

き続き20兆円を上回る水準を維持しており、民間建設投資も企業収益の回復により設備投資マインドの改善が持続

し、堅調に推移しております。

このような状況下、当社グループは受注機会の増大のため積算・提案・情報収集等の総合力強化を図ってまいりま

したが、東京都等が発注する舗装工事の独占禁止法違反による営業停止の影響等により、工事受注高は486億２千３

百万円（前年同期比19.8％減）という結果となりました。工事売上高につきましては、前期からの繰越工事の消化が

順調であったこと等により506億１千４百万円（同13.8％増）となり、製品等を含めた総売上高につきましては633億

４千万円（同9.9％増）となりました。

利益につきましては、製造・販売事業において、原材料価格の上昇等により利益は減少したものの、建設事業にお

いて、工事売上高の増加に伴い利益が増加したこと等により、営業利益は16億４千４百万円（同9.3％増）、経常利

益は19億１千２百万円（同2.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は11億２千９百万円（同18.7％減）とな

りました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（セグメントごとの経営成績については、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含めて記載しております。）

（建設事業）

当社グループの主要部門であり、売上高は506億２千７百万円（前年同期比13.8％増）、営業利益は15億６千万

円（同48.3％増）となりました。

（製造・販売事業）

売上高は123億７千６百万円（同0.3％減）、営業利益は10億２千５百万円（同33.6％減）となりました。

（賃貸事業）

売上高は32億２千８百万円（同5.4％減）、営業利益は１億７千９百万円（同21.2％増）となりました。

（その他）

売上高は12億３千８百万円（同18.3％増）、営業利益は２億８百万円（同40.7％増）となりました。

 

財政状態につきましては、当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、1,412億１千１百万円（前連結会計年度末

比65億７千１百万円減）となりました。主な要因は、未成工事支出金が５億３千１百万円増加したものの、受取手

形・完成工事未収入金等が108億３千万円、電子記録債権が12億８千７百万円減少したこと等によります。

負債合計は、633億５千５百万円（同66億６千９百万円減）となりました。主な要因は、未成工事受入金が４億２

千万円増加したものの、支払手形・工事未払金等が89億８千２百万円減少したこと等によります。

純資産合計は、778億５千５百万円（同９千７百万円増）となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半

期純利益を11億２千９百万円計上し、その他有価証券評価差額金が３億８千１百万円増加したこと及び株主配当金13

億１千８百万円を支払ったこと等によります。
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動により35億４千９百万円資

金が増加したものの、投資活動により31億６千３百万円、財務活動により11億２千万円それぞれ資金が減少しまし

た。

その結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ７億４千８百万円

減少し、378億８千３百万円（前第２四半期連結累計期間末は367億１千５百万円）となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前四半期純利益18億９百万円の計上等により35億４千９百万円の資金増加（前第２四半期連結累計期

間は37億８千２百万円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得等により31億６千３百万円の資金減少（同23億８百万円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

配当金の支払等により11億２千万円の資金減少（同11億４千１百万円の減少）となりました。 

 

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、２億２千２百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,000,000

計 38,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,761,618 9,761,618
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 9,761,618 9,761,618 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2018年７月１日～

2018年９月30日
－ 9,761,618 － 12,290 － 14,520
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（５）【大株主の状況】

    2018年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（百株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％) 

清水建設株式会社 東京都中央区京橋二丁目16番１号 21,834 24.84 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,011 4.56 

日本道路取引先持株会 東京都港区新橋一丁目６番５号 3,859 4.39 

CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ 

東京支店） 

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, 

CANARY WHARF, LONDON E14 5LB 

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号） 

2,547 2.90 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,538 2.89 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,408 2.74 

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ 

東京支店） 

PALISADES WEST 6300，BEE CAVE ROAD 

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US 

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号） 

2,208 2.51 

日本道路従業員持株会 東京都港区新橋一丁目６番５号 1,834 2.09 

GOVERNMENT OF NORWAY 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ 

東京支店） 

BANKPLASSEN 2，0107 OSLO 1 OSLO 

0107 NO 

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号） 

1,779 2.02 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 1,705 1.94 

計 － 44,723 50.88 

（注）１．上記信託銀行の所有する株式数は、すべて信託業務に係る株式数であります。

２．2018年９月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、シンプレクス・アセット・マネジ

メント株式会社が2018年９月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
大量保有者                  シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社
住所                        東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
保有株券等の数              株式  492,900株
株券等保有割合              5.05％
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     971,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   8,754,400 87,544   同上

単元未満株式 普通株式      36,018 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数            9,761,618 － －

総株主の議決権 － 87,544 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権の数１個）含

まれております。

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本道路株式会社
東京都港区新橋一丁目

６番５号
971,200 － 971,200 9.95

計 － 971,200 － 971,200 9.95

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2018年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 26,631 26,883 

受取手形・完成工事未収入金等 ※１ 52,408 ※１ 41,577 

電子記録債権 4,369 3,081 

有価証券 11,999 10,999 

商品 1,648 1,599 

未成工事支出金 449 981 

原材料 684 751 

その他 10,232 15,074 

貸倒引当金 △64 △50 

流動資産合計 108,359 100,898 

固定資産    

有形固定資産    

土地 16,695 16,814 

その他（純額） 14,096 14,363 

有形固定資産合計 30,791 31,178 

無形固定資産 494 467 

投資その他の資産    

投資有価証券 7,315 7,879 

その他 1,231 1,180 

貸倒引当金 △410 △392 

投資その他の資産合計 8,137 8,667 

固定資産合計 39,423 40,312 

資産合計 147,783 141,211 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2018年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 ※１ 33,919 ※１ 24,936 

電子記録債務 10,609 10,111 

短期借入金 － 1,200 

未成工事受入金 1,555 1,975 

完成工事補償引当金 51 63 

工事損失引当金 39 45 

独占禁止法関連損失引当金 4,782 4,295 

その他 7,811 10,022 

流動負債合計 58,768 52,649 

固定負債    

長期借入金 9,700 8,700 

退職給付に係る負債 1,021 1,003 

その他 535 1,002 

固定負債合計 11,256 10,706 

負債合計 70,024 63,355 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,290 12,290 

資本剰余金 14,540 14,540 

利益剰余金 50,373 50,184 

自己株式 △1,671 △1,672 

株主資本合計 75,532 75,342 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,804 3,185 

為替換算調整勘定 △442 △530 

退職給付に係る調整累計額 △321 △260 

その他の包括利益累計額合計 2,040 2,394 

非支配株主持分 184 118 

純資産合計 77,758 77,855 

負債純資産合計 147,783 141,211 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

売上高 57,635 63,340 

売上原価 51,776 57,725 

売上総利益 5,859 5,614 

販売費及び一般管理費 ※１ 4,353 ※１ 3,969 

営業利益 1,505 1,644 

営業外収益    

受取利息 10 9 

受取配当金 151 117 

団体定期保険受取配当金 58 54 

為替差益 82 58 

その他 79 50 

営業外収益合計 383 290 

営業外費用    

支払利息 7 13 

その他 10 10 

営業外費用合計 18 23 

経常利益 1,870 1,912 

特別利益    

固定資産売却益 165 12 

投資有価証券売却益 0 － 

子会社清算益 171 － 

子会社株式売却益 － 5 

特別利益合計 337 17 

特別損失    

固定資産売却損 － 6 

固定資産除却損 81 44 

減損損失 19 69 

特別損失合計 100 120 

税金等調整前四半期純利益 2,107 1,809 

法人税、住民税及び事業税 404 422 

法人税等調整額 309 261 

法人税等合計 713 684 

四半期純利益 1,393 1,125 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
4 △4 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,389 1,129 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

四半期純利益 1,393 1,125 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,105 381 

為替換算調整勘定 △67 △88 

退職給付に係る調整額 27 60 

その他の包括利益合計 1,066 353 

四半期包括利益 2,460 1,479 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,456 1,483 

非支配株主に係る四半期包括利益 4 △4 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,107 1,809 

減価償却費 1,723 1,824 

減損損失 19 69 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △29 

独占禁止法関連損失引当金の増減額（△は減少） △655 △486 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 △18 

受取利息及び受取配当金 △162 △127 

支払利息 57 60 

子会社清算損益（△は益） △171 － 

子会社株式売却損益（△は益） － △5 

固定資産除却損 81 44 

賃貸資産除却損 22 32 

賃貸資産の取得による支出 △167 △296 

売上債権の増減額（△は増加） 11,734 11,769 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △903 △548 

たな卸資産の増減額（△は増加） 55 △17 

仕入債務の増減額（△は減少） △5,566 △9,217 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,032 423 

未払金の増減額（△は減少） △4,118 △465 

その他 △317 311 

小計 5,722 5,135 

利息及び配当金の受取額 162 127 

利息の支払額 △57 △60 

法人税等の支払額 △2,044 △1,652 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,782 3,549 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △2,548 △2,844 

子会社の清算による収入 196 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △92 

その他 44 △226 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,308 △3,163 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 200 200 

長期借入金の返済による支出 △20 － 

配当金の支払額 △1,318 △1,318 

その他 △2 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,141 △1,120 

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △13 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 338 △748 

現金及び現金同等物の期首残高 36,349 38,631 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 27 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 36,715 ※１ 37,883 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。 
 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2018年９月30日）

受取手形 362百万円 379百万円

支払手形 134 174

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2017年４月１日 
  至  2017年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2018年４月１日 

  至  2018年９月30日） 

従業員給料手当 2,158百万円 1,800百万円 

退職給付費用 82 79 

貸倒引当金繰入額 3 1 

 

２ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日  至 2017年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日  至 2018年９月30日）

 当社グループは、連結会計年度の売上高における下半期の売上高の割合が大きくなるといった季節的変動が

あります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2017年４月１日
至  2017年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

現金預金 25,715百万円 26,883百万円

取得日から３カ月以内に償還期限の到来す

る短期投資（有価証券）
10,999 10,999

現金及び現金同等物 36,715 37,883

 

- 14 -



（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年５月15日

取締役会
普通株式 1,318 15 2017年３月31日 2017年６月８日 利益剰余金

（注）当社は、2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。「１株当たり配当

額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日） 

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月15日

取締役会
普通株式 1,318 150 2018年３月31日 2018年６月７日 利益剰余金
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